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事  務  処  理  フ  ロ  ー  図 

事務名  地方税関係手続用電子情報処理組織による申告が困難である場合の特例の取消通知事務 

       作成部署 主税局課税部法人課税指導課法人事業税班 電話 5388-2963                           

《事務処理フロー図》          《事務処理フロー図の説明》 

        標準処理期間   計15日 

     

 申  事務の対象 

    地方税関係手続用電子情報処理組織による申告が困難である場合 

請   の特例の適用を受けている法人 
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項番 項 目 説 明 

 

１ 

 

取消事由の確認 

発生した取消事由について、確認を行いま

す。 

 

２ 

 

決定手続 

取消の決定を都税事務所長が行います。 
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通知 

法人に文書で通知します。 
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１０ 
  

上記事務は、23区内に主たる事務所・事業所等を設ける法人等については、 

それぞれ下記事務所において行います。（受付のみ、上記法人等の所在する区を所管する都

税事務所（地域所）においても行います。（）内の都税事務所） 

千代田都税事務所（文京）      品川都税事務所（大田） 

中央都税事務所（江東、江戸川）   渋谷都税事務所（目黒、世田谷） 

港都税事務所            豊島都税事務所（板橋、練馬） 

新宿都税事務所（中野、杉並）    荒川都税事務所（北、足立） 

台東都税事務所（墨田、葛飾） 

＊上記申請が、地域所に行われた場合も、処理日程は同様です。 
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 決定通知） 


